
令和元年度市町村等公営企業決算の状況 

※「地方公営企業決算状況調査」より 

Ⅰ 総 論 

 

１ 概 要  

 

(1) 事業数 

 

令和元年度における市町村及び市町村の一部事務組合（企業団）が経営する地方公営企業（以下「市

町村公営企業」という。）は全体で１７５事業（地方公営企業法適用８１事業、法非適用９４事業）

で、前年度に比べ３事業（１．７％）減少している。 

これを事業別にみると、下水道事業が８３事業で最も多く全体の４７．４％を占め、以下、水道事

業（簡易水道事業を含む。以下同じ。）が３６事業で２０．６％、病院事業が１８事業で１０．３％

の順となっている。 

また、市町村公営企業１７５事業は、決算統計上１７４の会計（法適用８０会計、法非適用９４会

計）で処理されている。これは、法適用簡易水道事業の１事業が上水道事業と併せた会計処理を行っ

ていることによるものであり、このため、決算統計上の会計数は総事業数とは一致しない。 

 

第１表 地方公営企業の事業数の推移 

（単位：事業、％） 

年　度

H２７ H２８ H２９ H３０ R1 法 適 用 法非適用 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

事業名 a ｂ 事 業 事 業 ｃ ×100

上 水 道 33 33 33 33 33 33 0 18.9 0 0.0

簡 易 水 道 10 9 4 3 3 1 2 1.7 0 0.0

工 業 用 水 道 1 1 1 1 1 1 0 0.6 0 0.0

交 通 3 3 3 3 3 2 1 1.7 0 0.0

電 気  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ― ―

ガ ス 2 2 2 2 2 2 0 1.1 0 0.0

病 院 18 18 18 18 18 18 0 10.3 0 0.0

市 場 7 7 7 7 7 0 7 4.0 0 0.0

観 光 施 設 4 4 4 4 4 0 4 2.3 0 0.0

宅 地 造 成 12 13 15 14 12 0 12 6.9 ▲2 ▲14.3

下 水 道 84 84 83 83 83 17 66 47.4 0 0.0

駐 車 場 整 備 3 3 3 3 2 0 2 1.1 ▲1 ▲33.3

介 護 サ ー ビ ス 6 6 6 6 6 6 0 3.4 0 0.0

そ の 他 1 1 1 1 1 1 0 0.6 0 0.0

計 184 184 180 178 175 81 94 100.0 ▲3 ▲1.7

ｂの内訳
ｂの
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事業　
区分

市町村
　等名

1 仙台市 ☆ ☆☆ ☆ ☆ ◎ ◎ ◎ ◎ ② ② ③ ◎ 13

2 石巻市 △ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ② 7 病院事業は１事業２施設

3 塩竈市 ☆ ○ ☆ ○ ○ ① 6

4 気仙沼市 ☆ ○ ☆ ◎ ○ ○ ○ ○ ① ① 10 病院事業は１事業２施設

5 白石市 ☆ △ ☆ ☆ 3

6 名取市 ☆ ◎ ◎ 3

7 角田市 ☆ △ ○ ○ 3

8 多賀城市 ☆ ○ 2

9 岩沼市 ☆ ☆☆ ☆ ① 5

10 登米市 ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ③ ☆ 9 病院事業は１事業３施設

11 栗原市 ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ① 8 病院事業は１事業３施設

12 東松島市 △ ○ ○ ○ ① 4

13 大崎市 ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ② 7 病院事業は１事業４施設

14 富谷市 ☆ △ ○ △ 2

12 1 3 2 7 15 6 11 4 2 5 4 1 6 1 1 1 82

15 蔵王町 ☆ ☆ ◎△ ○ 4 簡易水道事業（法適用）は上水道事業と同一会計

16 七ヶ宿町 ○ △ ○ 2

17 大河原町 ☆ △ ○ ① 3

18 村田町 ☆ ☆ △ ○ ○ ① 5

19 柴田町 ☆ △ ○ 2

20 川崎町 ☆ ◎ ○ ① 4

21 丸森町 ☆ ◎ ○ ○ ② 5

22 亘理町 ☆ ○ ① ① 4

23 山元町 ☆ ☆ ☆ 3

24 松島町 ☆ ○ ② 3

25 七ヶ浜町 ☆ ○ 2

26 利府町 ☆ ○ 2

27 大和町 ☆ △ ○ ○ ○ △ 4

28 大郷町 ☆ △ ○ ○ ○ ① △ 5

29 大衡村 ☆ △ ○ ○ △ 3

30 色麻町 ☆ △ ○ ○ ○ ○ ① △ 6

31 加美町 ☆ △ ○ ○ ○ ○ ② △ 6

32 涌谷町 ☆ ☆ ◎ ◎ ☆☆ 6

33 美里町 ☆ ◎ ◎ ◎ 4

34 女川町 ☆ ◎ ○ ○ ① ② 6 病院事業はH24から想定企業会計

35 南三陸町 ☆ ◎ ○ ○ ○ ① ◎ 7

20 2 1 7 15 8 8 1 1 1 6 3 3 6 1 3 86

32 3 1 3 2 14 30 14 19 5 1 3 11 7 4 12 2 4 1 168

K1
白石市外
二町組合

◎ 1

K2
黒川地域
行政事務組合

◎ ◎ 2

K3
石巻地方広域
水道企業団

☆ 1

K4
加美郡保健医療
福祉行政組合

◎ ◎ 2

K5
みやぎ県南中核
病院企業団

☆ 1

1 4 2 7

33 3 1 3 2 18 30 14 19 5 1 3 11 7 4 12 2 6 1 175

【適用別（仙台市含む）】
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法適用計 32 1 1 1 17 6 1 6 6 71

法非適用計 2 1 23 12 12 5 1 3 10 6 4 11 1 91

計 32 3 1 1 1 17 29 13 18 5 1 3 10 6 4 11 1 6 162
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【凡 例】
☆…法全部適用事業

◎…法一部適用事業

○…法非適用事業

△…一部事務組合参加事業

※○内の数字は施設数。
※宅地造成事業の○内の数字は造成地区数
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■事業数の増減

【宅地造成】

　［その他造成］２事業減　※法非適用事業

《１事業》 《なし》
石巻市 → 　(H31年3月31日で終了）

《１事業》 《なし》
大衡村 → 　(H31年3月31日で終了）

【駐車場整備】１事業減　※法非適用事業

《１事業》 《なし》
気仙沼市 → 　(H31年3月31日で終了）
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 (2) 職員数 

 

令和元年度末において市町村公営企業に従事する職員の数は８，０７９人（法適用７，７８９人、

法非適用２９０人）で、前年度に比べ１８人（０．２％）減少している。 

これを事業別にみると、病院事業が５，３５５人で最も多く全体の６６．３％を占め、以下、水道

事業が９０７人で１１．２％、交通事業が７７３人で９．６％の順となっており、この３事業で全体

の８７．１％を占めている。 

 

第２表 地方公営企業の職員数の推移 

（単位：人、％） 

H27 H28 H29 H30 R1 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

901 899 906 909 903 11.2 ▲6 ▲0.7

11 11 4 4 4 0.0 0 0.0

0 0 0 0 0 0.0 0 ―

877 821 811 787 773 9.6 ▲14 ▲1.8

 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ― ―

346 328 323 321 320 4.0 ▲1 ▲0.3

5,074 5,273 5,322 5,350 5,355 66.3 5 0.1

47 47 50 45 49 0.6 4 8.9

5 5 4 2 1 0.0 ▲1 ▲50.0

4 4 5 4 1 0.0 ▲3 ▲75.0

508 506 510 500 496 6.1 ▲4 ▲0.8

0 0 0 0 0 0.0 0 ―

168 169 167 174 176 2.2 2 1.1

1 1 1 1 1 0.0 0 0.0

7,942 8,064 8,103 8,097 8,079 100.0 ▲18 ▲0.2

法 適 用 企 業 職 員 7,558 7,684 7,720 7,796 7,789 96.4 ▲7 ▲0.1

法 非 適 用 企 業 職 員 384 380 383 301 290 3.6 ▲11 ▲3.7
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(3) 決算規模 

 

令和元年度の市町村公営企業の決算規模は４，２３９億２８百万円で、前年度に比べ２６億円

８４百万円（０．６％）増加している。通常分の決算規模は３，７５２億５百万円で、前年度に比べ

６０億１２百万円（１．６％）増加している。 

これを事業別にみると、下水道事業が１，５０５億９１百万円で最も大きく全体の３５．５％を占

め、以下、病院事業が１，０８７億４８百万円で２５．７％、水道事業が８３３億４３百万円で

１９．７％、ガス事業が３６３億６９百万円で８．６％、交通事業が３４５億９７百万円で８．２％

の順となっており、この５事業で全体の９７．７％を占めている。 

前年度に比べ決算規模が増加した主な事業は、下水道事業が１９億９２百万円（１．３％）増、病

院事業が１６億９２百万円（１．６％）増となっており、減少した主な事業は、ガス事業が９億９６百

万円（２．７％）減、宅地造成事業が７億円（１４．５％）減となっている。 

なお、地方公営企業決算規模を市町村普通会計の歳出決算額（１兆４，０１７億８７百万円）と比

較してみると、３０．２％に相当しており、市町村行財政運営の中でも極めて大きな位置を占めてい

るといえる。 

 

第３表 地方公営企業の決算規模の推移 

     （単位：百万円、％） 

通常分 震災分 通常分 震災分 通常分 震災分 通常分 震災分 a 通常分 震災分 通常分 通常分 通常分 通常分

76,967 69,448 7,519 80,847 73,004 7,843 81,637 74,420 7,217 83,197 75,370 7,827 83,010 74,503 8,507 19.6 5.0 5.1 1.0 1.9 1.9 1.3 ▲0.2 ▲1.2

2,004 1,883 121 2,021 2,021 0 263 263 0 260 260 0 333 333 0 0.1 0.9 7.4 ▲87.0 ▲87.0 ▲1.4 ▲1.4 28.1 28.1

4 4 0 4 4 0 6 6 0 4 4 0 4 4 0 0.0 0.2 0.2 30.4 30.4 ▲23.6 ▲23.6 ▲2.0 ▲2.0

65,869 65,869 0 45,674 45,674 0 32,584 32,584 0 33,368 33,368 0 34,597 34,597 0 8.2 ▲30.7 ▲30.7 ▲28.7 ▲28.7 2.4 2.4 3.7 3.7

 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ― ― ― ― ― ― ― ― ―

42,004 40,973 1,030 34,405 34,282 123 35,790 35,650 140 37,365 37,173 192 36,369 36,224 145 8.6 ▲18.1 ▲16.3 4.0 4.0 4.4 4.3 ▲2.7 ▲2.6

120,262 106,991 13,271 126,025 119,816 6,208 112,373 112,373 0 107,056 107,056 0 108,748 108,748 0 25.7 4.8 12.0 ▲10.8 ▲6.2 ▲4.7 ▲4.7 1.6 1.6

6,779 6,779 0 3,826 3,826 0 4,906 4,906 0 4,233 4,233 0 3,915 3,915 0 0.9 ▲43.6 ▲43.6 28.2 28.2 ▲13.7 ▲13.7 ▲7.5 ▲7.5

200 200 0 193 193 0 378 378 0 126 126 0 120 120 0 0.0 ▲3.2 ▲3.2 95.6 95.6 ▲66.8 ▲66.8 ▲4.2 ▲4.2

16,484 3,643 12,841 14,263 3,756 10,507 5,790 2,047 3,743 4,837 1,987 2,850 4,137 3,661 477 1.0 ▲13.5 3.1 ▲59.4 ▲45.5 ▲16.5 ▲2.9 ▲14.5 84.2

158,636 110,881 47,755 153,793 111,186 42,607 147,289 109,121 38,167 148,599 107,417 41,182 150,591 110,997 39,594 35.5 ▲3.1 0.3 ▲4.2 ▲1.9 0.9 ▲1.6 1.3 3.3

222 222 0 312 312 0 265 265 0 272 272 0 229 229 0 0.1 40.7 40.7 ▲15.3 ▲15.3 3.0 3.0 ▲16.0 ▲16.0

1,786 1,786 0 1,820 1,820 0 1,826 1,826 0 1,859 1,859 0 1,830 1,830 0 0.4 1.9 1.9 0.3 0.3 1.8 1.8 ▲1.5 ▲1.5

98 98 0 92 92 0 70 70 0 69 69 0 44 44 0 0.0 ▲6.0 ▲6.0 ▲23.8 ▲23.8 ▲2.6 ▲2.6 ▲35.6 ▲35.6

　　　計 (ｱ) 491,315 408,777 82,537 463,276 395,988 67,288 423,176 373,909 49,267 421,244 369,193 52,051 423,928 375,205 48,723 100.0 ▲5.7 ▲3.1 ▲8.7 ▲5.6 ▲0.5 ▲1.3 0.6 1.6

普　通　会　計

歳　　出　　額 (ｲ) 1,729,712 968,640 761,072 1,534,331 974,017 560,313 1,445,189 1,012,941 432,248 1,399,417 1,011,152 388,266 1,401,787 1,072,435 329,353 ― ▲11.3 0.6 ▲5.8 4.0 ▲3.2 ▲0.2 0.2 6.1

28.4 42.2 10.8 30.2 40.7 12.0 29.3 36.9 11.4 30.1 36.5 13.4 30.2 35.0 14.8 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）１．決算規模は次の算式により算出している。

　　　　　法適用事業 : 総費用－減価償却費＋資本的支出　／　法非適用事業 : 総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

　　　２．震災分は、東日本大震災に係る復旧事業、復興事業等における収益的支出及び資本的支出の額である。

　　　３．通常分は、総額から震災分を控除した額である。
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(4) 建設投資額と財源 

 

ア 建設投資額 

 

令和元年度の市町村公営企業の建設投資額は１，１０１億１６百万円で、前年度に比べ９億３百

万円（０．８％）減少している。通常分の建設投資額は６３３億円で、前年度に比べ３０億１２百

万円（５．０％）増加している。 

これを事業別にみると、下水道事業が６７０億９３百万円で最も多く全体の６０．９％を占め、

以下、水道事業が３００億６９百万円で２７．３％、病院事業が４３億８６百万円で４．０％、

交通事業が３３億５７百万円で３．０％、ガス事業が３２億９８百万円で３．０％の順となって

おり、この５事業で全体の９８．２％を占めている。 

また、前年度に比べ建設投資額が増加した主な事業は、水道事業が１８億７６百万円（６．７％）

増となっており、減少した主な事業は、宅地造成事業が１５億２９百万円（５３．６％）減となっ

ている。 

なお、建設投資額を市町村の普通会計における投資的経費（２，８７３億９百万円）と比較して

みると、３８．３％に相当しており、決算規模と同様に大きな位置を占めているといえる。 

 

第４表 地方公営企業の建設投資額の推移 

（単位：百万円、％） 

通常分 震災分 通常分 震災分 通常分 震災分 a 通常分 震災分 a 通常分 震災分 通常分 通常分 通常分 通常分

25,705 18,274 7,430 28,436 20,745 7,691 28,960 21,811 7,149 28,060 20,264 7,796 29,857 21,411 8,446 27.1 10.6 13.5 1.8 5.1 ▲3.1 ▲7.1 6.4 5.7

681 560 121 772 772 0 154 154 0 133 133 0 212 212 0 0.2 13.4 37.9 ▲80.0 ▲80.0 ▲13.5 ▲13.5 59.1 59.1

0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0.0 ― ― 皆増 皆増 皆減 皆減 ― ―

35,784 35,784 0 4,690 4,690 0 4,036 4,036 0 4,416 4,416 0 3,357 3,357 0 3.0 ▲86.9 ▲86.9 ▲13.9 ▲13.9 9.4 9.4 ▲24.0 ▲24.0

 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ― ― ― ― ― ― ― ― ―

3,533 2,503 1,030 3,069 2,946 123 2,801 2,661 140 2,994 2,802 192 3,298 3,153 145 3.0 ▲13.1 17.7 ▲8.7 ▲9.7 6.9 5.3 10.2 12.5

20,346 7,363 12,983 19,452 13,418 6,034 10,382 10,382 0 5,369 5,369 0 4,386 4,386 0 4.0 ▲4.4 82.2 ▲46.6 ▲22.6 ▲48.3 ▲48.3 ▲18.3 ▲18.3

3,484 3,484 0 538 538 0 1,452 1,452 0 831 831 0 522 522 0 0.5 ▲84.6 ▲84.6 170.0 170.0 ▲42.8 ▲42.8 ▲37.2 ▲37.2

4 4 0 13 13 0 165 165 0 10 10 0 15 15 0 0.0 214.8 214.8 1,155.0 1,155.0 ▲94.2 ▲94.2 57.3 57.3

10,992 ▲ 1,817 12,810 9,529 ▲ 960 10,489 3,438 ▲ 284 3,722 2,852 8 2,844 1,323 1,056 267 1.2 ▲13.3 47.2 ▲63.9 70.4 ▲17.1 ― ▲53.6 13,798.3

70,489 27,610 42,878 66,386 28,251 38,136 61,537 26,772 34,765 66,305 26,406 39,899 67,093 29,134 37,958 60.9 ▲5.8 2.3 ▲7.3 ▲5.2 7.7 ▲1.4 1.2 10.3

6 6 0 7 7 0 164 164 0 14 14 0 40 40 0 0.0 31.4 31.4 2,096.0 2,096.0 ▲91.4 ▲91.4 183.3 183.3

30 30 0 27 27 0 34 34 0 31 31 0 14 14 0 0.0 ▲10.4 ▲10.4 26.4 26.4 ▲7.0 ▲7.0 ▲55.8 ▲55.8

18 18 0 22 22 0 6 6 0 5 5 0 0 0 0 0.0 22.8 22.8 ▲74.0 ▲74.0 ▲11.4 ▲11.4 皆減 皆減

　　　計 (ｱ) 171,071 93,817 77,253 132,941 70,468 62,472 113,130 67,354 45,776 111,019 60,288 50,732 110,116 63,300 46,816 100.0 ▲22.3 ▲24.9 ▲14.9 ▲4.4 ▲1.9 ▲10.5 ▲0.8 5.0
普 通 会 計

投資的経費 (ｲ) 553,033 113,650 439,383 478,061 106,281 371,781 375,973 108,939 267,034 309,035 110,389 198,647 287,309 122,084 165,226  ― ▲13.6 ▲6.5 ▲21.4 2.5 ▲17.8 1.3 ▲7.0 10.6

30.9 82.5 17.6 27.8 66.3 16.8 30.1 61.8 17.1 35.9 54.6 25.5 38.3 51.8 28.3  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―

（注）１．建設投資額とは、資本的収支の建設改良費である。

　　　２．震災分は、東日本大震災に係る復旧事業、復興事業等における資本的支出の額である。

　　　３．通常分は、総額から震災分を控除した額である。
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イ 財 源 

 

令和元年度の建設投資額に係る財源内訳をみると、企業債（前年度繰越分を含む。）が３１３億

７７百万円で最も多く全体の２８．５％を占め、以下、国・県補助金が１９７億３９百万円で

１７．９％、他会計からの繰入金が１７４億２５百万円で１５．８％、その他損益勘定留保資金等

の財源が４１５億７６百万円で３７．８％となっている。 

また、企業債の資金内訳をみると、地方公共団体金融機構資金が２１１億３２百万円で最も多く

全体の６７．３％を占め、以下、政府資金が６６億５０百万円で２１．２％、その他資金（市中銀

行等）が３５億９５百万円で１１．５％となっている。 

 

第５表 建設投資の財源内訳 

（単位：百万円、％） 

区　分

事業名 政府資金 機構資金 その他 計

上 水 道 29,857 1,927 6,584 78 8,589 7,059 2,313 11,896 28.8 23.6 7.7 39.8

簡 易 水 道 212 133 0 0 133 71 5 2 62.8 33.6 2.5 1.0

工 業 用 水 道 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

交 通 3,357 3 140 2,449 2,592 10 684 71 77.2 0.3 20.4 2.1

電 気  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―

ガ ス 3,298 0 800 261 1,061 88 24 2,124 32.2 2.7 0.7 64.4

病 院 4,386 1,641 1,927 195 3,763 10 173 441 85.8 0.2 3.9 10.0

市 場 522 0 478 0 478 42 1 1 91.7 8.0 0.2 0.1

観 光 施 設 15 0 0 0 0 0 0 15 0.0 0.0 0.0 100.0

宅 地 造 成 1,323 0 0 421 421 0 2 900 31.8 0.0 0.2 68.0

下 水 道 67,093 2,946 11,202 191 14,340 12,459 14,208 26,086 21.4 18.6 21.2 38.9

駐 車 場 整 備 40 0 0 0 0 0 0 40 0.0 0.0 0.0 100.0

介護サービス 14 0 0 0 0 0 14 0 0.0 0.0 100.0 0.0

そ の 他 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

計 110,116 6,650 21,132 3,595 31,377 19,739 17,425 41,576 28.5 17.9 15.8 37.8

他会計
繰入金

その他 その他企業債

財　源　の　構　成　比

建　 設
投資額

企　　　　業　　　　債 国 ・ 県
補助金

他会計
繰入金

財　　　　　源　　　　　内　　　　　訳

国 ・ 県
補助金
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(5) 企業債 

 

ア 企業債発行額 

 

令和元年度における地方公営企業の企業債発行額は４７８億５８百万円で、前年度に比べ２８億

５９百万円（５．６％）減少している。通常分の発行額は４７６億５８百万円で、前年度に比べ２１億

１４百万円（４．２％）減少している。 

これを事業別にみると、下水道事業が３１４億２１百万円で最も多く全体の６５．７％を占め、

以下、水道事業が８７億６４百万円で１８．３％、病院事業が３０億９０百万円で６．５％、交通

事業が２６億２２百万円で５．５％、ガス事業が１０億６１百万円で２．２％の順となっており、

この５事業で全体の９８．２％を占めている。 

また、前年度に比べ企業債発行額が増加した主な事業は下水道事業が６億６３百万円（２．２％）

増となっており、減少した主な事業は、病院事業が１３億３０百万円（３０．１％）減となってい

る。 

 

第６表 地方公営企業の企業債発行額の推移 

（単位：百万円、％） 

 

通常分 震災分 通常分 震災分 通常分 震災分 通常分 震災分 a 通常分 震災分 通常分 通常分 通常分 通常分

7,628 7,366 262 10,275 10,183 91 9,771 9,676 95 8,460 8,319 141 8,631 8,567 65 18.0 34.7 38.2 ▲4.9 ▲5.0 ▲13.4 ▲14.0 2.0 3.0

402 402 0 658 658 0 93 93 0 82 82 0 133 133 0 0.3 64.0 64.0 ▲85.9 ▲85.9 ▲11.7 ▲11.7 62.9 62.9

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 ― ― ― ― ― ― ― ―

18,352 18,352 0 3,129 3,129 0 3,030 3,030 0 3,674 3,674 0 2,622 2,622 0 5.5 ▲83.0 ▲83.0 ▲3.2 ▲3.2 21.3 21.3 ▲28.6 ▲28.6

 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ― ― ― ― ― ― ― ― ―

2,112 1,701 411 1,980 1,901 79 0 0 0 1,500 1,500 0 1,061 1,061 0 2.2 ▲6.2 11.8 皆減 皆減 皆増 皆増 ▲29.2 ▲29.2

6,553 6,369 185 8,150 7,836 315 3,602 3,602 0 4,420 4,420 0 3,090 3,090 0 6.5 24.4 23.0 ▲55.8 ▲54.0 22.7 22.7 ▲30.1 ▲30.1

752 752 0 492 492 0 1,251 1,251 0 709 709 0 478 478 0 1.0 ▲34.6 ▲34.6 154.4 154.4 ▲43.3 ▲43.3 ▲32.6 ▲32.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 ― ― ― ― ― ― ― ―

3,727 3,727 0 1,562 452 1,110 1,518 954 564 1,115 459 657 421 421 0 0.9 ▲58.1 ▲87.9 ▲2.8 111.2 ▲26.5 ▲51.9 ▲62.3 ▲8.3

29,848 29,169 679 28,616 28,165 451 27,874 27,667 207 30,758 30,610 148 31,421 31,286 135 65.7 ▲4.1 ▲3.4 ▲2.6 ▲1.8 10.3 10.6 2.2 2.2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 ― ― ― ― ― ― ― ―

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 ― ― ― ― ― ― ― ―

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 ― ― ― ― ― ― ― ―

69,375 67,838 1,537 54,863 52,816 2,046 47,138 46,273 865 50,717 49,772 945 47,858 47,658 200 100.0 ▲20.9 ▲22.1 ▲14.1 ▲12.4 7.6 7.6 ▲5.6 ▲4.2

（注）１．企業債発行額は、資本的収入のうち企業債の額で収入済みの額である。

　　　２．震災分は、東日本大震災に係る復旧事業、復興事業における企業債発行額である。
　　　３．通常分は、総額から震災分を控除した額である。
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イ 企業債現在高 

 

令和元年度における企業債現在高は８，９７５億８８百万円で、前年度に比べ３４７億２５百万

円（３．７％）減少している。 

これを事業別にみると、下水道事業が４，８４３億６百万円で最も多く全体の５４．０％を占め、

以下、水道事業が１，５００億４百万円で１６．７％、交通事業が１，２９０億５４百万円で１４．４％、

病院事業が８３０億４９百万円で９．３％、ガス事業が３４６億３１百万円で３．９％の順となっ

ており、この５事業で全体の９８．３％を占めている。 

また、企業債現在高を借入先別にみると、政府資金が３，８６３億２２百万円で全体の４３．０％

を占め、機構資金が３，３５５億６０百万円で３７．４％、その他が１，７５７億６百万円で１９．６％

となっている。 

 

第７表 企業債事業別現在高及び借入先別現在高の推移 

（単位：百万円、％） 

H27 H28 H29 H30 R1 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

上 水 道 152,341 14.7 151,460 15.2 156,318 16.2 152,725 16.4 149,399 16.6 ▲3,326 ▲2.2

簡 易 水 道 7,109 0.7 7,283 0.7 419 0.0 493 0.1 605 0.1 112 22.7

工 業 用 水 道 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

交 通 148,383 14.3 142,632 14.3 138,304 14.3 134,230 14.4 129,054 14.4 ▲5,177 ▲3.9

電 気  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ― ―

ガ ス 48,577 4.7 45,845 4.6 41,089 4.3 37,987 4.1 34,631 3.9 ▲3,356 ▲8.8

病 院 100,516 9.7 93,839 9.4 90,113 9.3 86,872 9.3 83,049 9.3 ▲3,823 ▲4.4

市 場 13,685 1.3 13,176 1.3 13,397 1.4 13,101 1.4 12,604 1.4 ▲498 ▲3.8

観 光 施 設 37 0.0 37 0.0 36 0.0 35 0.0 33 0.0 ▲2 ▲4.7

宅 地 造 成 6,380 0.6 3,109 0.3 4,344 0.5 3,850 0.4 2,312 0.3 ▲1,537 ▲39.9

下 水 道 555,074 53.7 537,222 53.9 518,232 53.7 501,257 53.8 484,306 54.0 ▲16,951 ▲3.4

駐 車 場 整 備 65 0.0 43 0.0 22 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

介護サービス 2,243 0.2 2,087 0.2 1,932 0.2 1,763 0.2 1,595 0.2 ▲168 ▲9.5

そ の 他 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

計 1,034,410 100.0 996,734 100.0 964,205 100.0 932,313 100.0 897,588 100.0 ▲34,725 ▲3.7

政 府 500,269 48.4 471,210 47.3 445,150 46.2 416,618 44.7 386,322 43.0 ▲30,296 ▲7.3

機 構 349,251 33.8 345,512 34.7 338,735 35.1 338,314 36.3 335,560 37.4 ▲2,753 ▲0.8

そ の 他 184,890 17.9 180,012 18.1 180,320 18.7 177,382 19.0 175,706 19.6 ▲1,676 ▲0.9

計 1,034,410 100.0 996,734 100.0 964,205 100.0 932,313 100.0 897,588 100.0 ▲34,725 ▲3.7
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ウ 企業債元利償還金 

 

令和元年度における企業債元利償還金は９７９億８６百万円で、前年度に比べ７億２１百万円

（０．７％）減少している。 

これを事業別にみると、下水道事業が５６８億３４百万円で最も多く全体の５８．０％を占め、

以下、水道事業が１４４億２６百万円で１４．７％、交通事業が９４億７７百万円で９．７％、病

院事業が９０億２３百万円で９．２％、ガス事業が４９億３８百万円で５．０％の順となっており、

この５事業で全体の９６．６％を占めている。 

また、前年度に比べ企業債元利償還金が増加した主な事業は、宅地造成事業が２億９８百万円

（１７．９％）増となっており、減少した主な事業は、水道事業が２億８９百万円（２．０％）減

となっている。 

 

第８表 企業債元利償還金の推移 

（単位：百万円、％） 

H27 H28 H29 H30 R1 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

上 水 道 13,937 12.9 14,156 12.7 14,742 15.1 14,680 14.9 14,388 14.7 ▲292 ▲2.0

簡 易 水 道 661 0.6 617 0.6 31 0.0 35 0.0 38 0.0 3 9.4

工 業 用 水 道 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

交 通 12,647 11.7 11,399 10.2 9,221 9.4 9,519 9.6 9,477 9.7 ▲42 ▲0.4

電 気  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ― ―

ガ ス 5,518 5.1 5,562 5.0 5,491 5.6 5,225 5.3 4,938 5.0 ▲287 ▲5.5

病 院 12,048 11.2 16,461 14.8 8,825 9.0 9,087 9.2 9,023 9.2 ▲64 ▲0.7

市 場 1,185 1.1 1,204 1.1 1,210 1.2 1,163 1.2 1,116 1.1 ▲48 ▲4.1

観 光 施 設 1 0.0 1 0.0 1 0.0 2 0.0 2 0.0 0 0.0

宅 地 造 成 4,129 3.8 4,203 3.8 953 1.0 1,664 1.7 1,962 2.0 298 17.9

下 水 道 57,307 53.2 57,406 51.6 56,955 58.3 57,104 57.9 56,834 58.0 ▲270 ▲0.5

駐 車 場 整 備 41 0.0 22 0.0 22 0.0 22 0.0 0 0.0 ▲22 皆減

介護サービス 207 0.2 207 0.2 202 0.2 207 0.2 207 0.2 0 0.0

そ の 他 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

計 107,683 100.0 111,238 100.0 97,652 100.0 98,707 100.0 97,986 100.0 ▲721 ▲0.7

元 金 88,244 81.9 92,797 83.4 80,820 82.8 83,348 84.4 84,080 85.8 731 0.9

利 息 19,439 18.1 18,441 16.6 16,832 17.2 15,359 15.6 13,906 14.2 ▲1,453 ▲9.5

計 107,683 100.0 111,238 100.0 97,652 100.0 98,707 100.0 97,986 100.0 ▲722 ▲0.7
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 (6) 他会計繰入金  

 

令和元年度における他会計からの市町村公営企業に対する繰入金は１，０００億７６百万円で、前

年度に比べ３６億３８百万円（３．５％）減少している。通常分の他会計繰入金は６０３億１３百万

円で、前年度に比べ９億２４百万円（１．５％）減少している。 

この内訳をみると、収益的収入への繰入金が４６５億４１百万円で繰入率（収益的収入に占める割

合）は１４．８％、資本的収入への繰入金が５３５億３４百万円で繰入率（資本的収入に占める割合）

は４２．９％となっている。 

これを事業別にみると、下水道事業が６９１億６２百万円で最も多く全体の６９．１％を占め、以

下、病院事業が１９２億５４百万円で１９．２％、水道事業が４７億６２百万円で４．８％の順とな

っており、この３事業で全体の９３．１％を占めている。 

また、前年度に比べ繰入額が増加した主な事業は、下水道事業が４億２７百万円（０．６％）増と

なっており、減少した主な事業は、宅地造成事業が１３億８２百万円（６８．７％）減となっている。 

  

第９表 地方公営企業への他会計繰入金の状況 

（単位：百万円、％） 

年　度 　  対前年度比較

収益的収入 資本的収入 収益的収入 資本的収入
(ｇ/ｃ)

への繰入金 への繰入金 への繰入金 への繰入金 ×100 ａ ／ ｂ ／ ｄ ／ ｅ ／

事業名 ａ ｂ ｃ ｄ ｅ f ｇ 収益的収入 資本的収入 収益的収入 資本的収入

上 水 道 1,678 3,718 5,396 3,622 1,658 3,036 4,695 3,291 4.7 ▲ 701 ▲ 13.0 2.6 18.9 2.5 14.9

簡 易 水 道 34 24 58 58 39 28 67 67 0.1 9 15.5 37.4 16.0 41.0 11.9

工 業 用 水 道 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0 ― 0.0 0.0 0.0 0.0

交 通 4,154 1,329 5,483 5,483 3,429 1,058 4,488 4,488 4.5 ▲ 996 ▲ 18.2 12.3 26.1 10.6 28.6

電 気  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ― ―  ― ―  ― ―

ガ ス 92 152 243 185 99 83 182 158 0.2 ▲ 61 ▲ 25.2 0.3 8.2 0.3 6.4

病 院 14,263 6,066 20,329 20,329 13,805 5,449 19,254 19,254 19.2 ▲ 1,075 ▲ 5.3 14.5 63.2 13.8 58.9

市 場 537 507 1,044 1,044 723 475 1,198 1,198 1.2 154 14.8 18.6 38.0 24.8 47.6

観 光 施 設 7 0 7 7 4 0 4 4 0.0 ▲ 3 ▲ 41.4 4.8 0.0 3.3 0.0

宅 地 造 成 5 2,008 2,013 962 279 352 631 618 0.6 ▲ 1,382 ▲ 68.7 0.4 64.3 9.1 73.4

下 水 道 24,302 44,433 68,735 29,141 26,291 42,871 69,162 30,842 69.1 427 0.6 33.8 47.8 35.5 48.6

駐 車 場 整 備 0 0 0 0 1 0 1 1 0.0 1 皆増 0.0 0.0 0.4 0.0

介護サービス 203 184 387 387 200 182 382 382 0.4 ▲ 5 ▲ 1.2 11.8 229.3 11.5 100.0

そ の 他 19 0 19 19 13 0 13 13 0.0 ▲ 6 ▲ 31.7 14.9 0.0 29.4 0.0

計 45,294 58,420 103,714 61,237 46,541 53,534 100,076 60,313 100.0 ▲ 3,638 ▲ 3.5 14.5 43.6 14.8 42.9

R1 繰　　　入　　　率

計 計 ｆの
構成比

f - ｃ
H３０ R1

うち通常分 うち通常分

H３０

 
 

74,881 74,043

62,065 61,237 60,313

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

H27 H28 H29 H30 R1

（百万円）

（年度）

他会計繰入金の推移（通常分）

その他

下水道事業

病院事業

交通事業

水道事業
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(7) 料金改定の状況 

 

令和元年度中に料金改定（消費税及び地方消費税転嫁のみによる料金改定を除く。）を実施した事

業は、法適用事業の水道事業で１事業（同事業全体の３．０％）となっている。 

また、料金単価の供給原価に対する割合をみると、法適用の下水道事業で１１２．６％、ガス事業

で１００．１％となっており、料金単価が供給原価を上回っているが、これ以外の事業では料金単価

が供給原価を下回る状況となっている。 

 

第１０表 料金改定の状況 

（単位：事業数、％） 

年　度

区　分 事業数
左のうち
料金改定
事業数

事業数
左のうち
料金改定
事業数

事　業 a （施設数） b c （施設数） ｄ

33 2 6.1 33 1 3.0

1 0 0.0 1 0 0.0

1 0 0.0 1 0 0.0

1 0 0.0 1 0 0.0

2 0 0.0 2 0 0.0

15 1 6.7 16 0 0.0

2 0 0.0 2 0 0.0

7 0 0.0 7 0 0.0

68 2 2.9 66 0 0.0

3 0 0.0 2 0 0.0

法
　
適
　
用
　
企
　
業

下 水 道

R1H３０

都 市 高 速 鉄 道

(ｂ/ａ)
×100

(ｄ/ｃ)
×100

駐 車 場

下 水 道

自 動 車 運 送

（注）１　下水道の事業数には特定公共下水道を含まない。
　　　２　市場及び駐車場の事業数は施設数である。
　　　３　消費税及び地方消費税転嫁のみによる料金改定は含めない。

法
非
適
用
企
業

水 道

工 業 用 水 道

交
 

通

簡 易 水 道

市 場

ガ ス

 

第１１表 料金単価と供給原価の状況 

（単位：円、％） 

区　分

a b

事　業 年　度 H３０ R１ H３０ R１ H３０ R１

228.16 228.49 254.39 248.47 89.7 92.0

167.53 176.26 176.95 183.97 94.7 95.8

744.09 709.29 752.98 737.34 98.8 96.2

1,864.17 1,791.17 2,014.64 1,993.11 92.5 89.9

104.08 103.60 106.31 103.55 97.9 100.1

152.50 153.29 134.23 136.09 113.6 112.6

192.63 185.84 485.57 451.99 39.7 41.1

177.47 166.37 215.19 214.33 82.5 77.6

車両走行1km当たり

給水量1㎥当たり

有収水量1㎥当たり

備　　考

有収水量1㎥当たり

有収水量1㎥当たり

有収水量1㎥当たり

標準熱量（41.8605MJ/㎥）に
換算した1㎥当たり

車両走行1km当たり

法
非
適
用

簡 易 水 道

下 水 道

（注）下水道には特定公共下水道を含まない。

ガ ス

法
　
適
　
用

水 道

工 業 用 水 道

(ａ/ｂ)
×100

交
 

通

自 動 車 運 送

都 市 高 速 鉄 道

下 水 道

料金単価 供給原価
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①復旧事業
災害復旧事業について一般会計からの繰出基準の特例を設けて、当該繰出金に対して

はその全額を震災復興特別交付税を措置

②復興事業
復興交付金事業について一般会計からの繰出基準の特例を設けて、当該繰出金につ

いてはその全額を震災復興特別交付税を措置

③全国防災事業
補助事業について一般会計からの繰出基準の特例を設けて、当該繰出金に対しては全

国防災事業債（補助）が充当可能

資金不足額に対して「震災減収対策企業債」を発行可能（利子の１/２に対する一般会計
からの繰り出しについて特別交付税措置）

東日本大震災に係る公営企業の復旧等支援の概要

１．地方財政措置（一般会計繰出しの特例）

２．震災減収対策企業債について

３．被災地への応援等に要する経費の一般会計繰出し

公営企業が他団体を応援した場合、一般会計から繰り出すことが適当（繰出し額につい
て所要の特別交付税措置）

 
 

公営企業等
災害復旧事業債

一般会計繰出し
（震災復興特別交付税）

国庫補助負担金
（事業ごとに異なる）

50

補助事業

50

公営企業等災害復旧事業債一般会計繰出し
（震災復興特別交付税）

50 50
単独事業（庁舎等含む）

（※1）本来的公費部分： 例えば分流式下水道の場合、雨水分及び汚水の一定割合は初期投資の際に一般会計が負担すべきものとされ
ており、当該部分をいう。（その他に該当があるもの：水道（耐震化1/10）、簡易水道（55/100）、病院(1/2)、市
場（1/2））

「企業負荷率」が一定割合以上となる場合、企業負担を軽減す
る。（右図のとおり）

「企業負荷率」の算定方法
〔（補助復旧事業費×（１－補助率）＋単独復旧事業費見込額）
－本来的公費部分に係る一般会計繰出額〕÷〔平年度営業収
益－受託工事収入〕（※2）（％）

（※2）収益については過去３年決算の平均を用いるが、経営
規模の適正化を実施する等の事情がある場合には、収支
計画等に基づき所要の調整を行う。

●基本（上記１①及び②）

●かさ上げ（上記２）

１．①公営企業の復旧事業（一般会計繰出しの特例）

１ 東日本大震災による被害状況、被災公営企業の経営状況等を総合的に勘案し、原則として東日本震災特例法
の「特定被災地方公共団体」を対象として、一般会計からの繰出基準の特例を設ける。（次の①＋②について、繰
出し）
① 当該事業の建設改良について公費で負担することとされている部分（本来的公費部分）
② 残余の部分の1/2

２ このうち、当該企業の事業の規模に比して被災施設の復旧に係る企業負担（企業負荷率）が一定以上の企業
については、上記１②の公費負担割合を引き上げる。

本来的公費部分（※1）に
一般会計繰出し

（震災復興特別交付税）

本来的公費部分（※1）に
一般会計繰出し

（震災復興特別交付税）

企業債
50/100

企業債
25/100

50%超100%までの部分
繰出し 75/100

100%超の部分
繰出し 100/100

繰出し
50/100

50%

100%

低

高

「企業負荷率」

 

（参考資料 １／２）
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２．震災減収対策企業債について

平成２１年度又は２２年度
資金不足額（ａ）

本年度資金不足見込額（ｂ）

震災減収対策企業債（ｂ－ａ）

償還利子の１／２を一般会計繰出し

東日本大震災による被害状況、被災公営企業の経営状況等を総合的に勘案し、東日本
震災特例法の「特定被災地方公共団体」であって、震災に伴う減免、事業の休止等により
料金収入が減少した団体について、資金手当措置を講じる。

○ 特定被災地方公共団体で地財法に規定する資金不足額が発生又は拡大する団体
は、当該不足額について資金手当に係る企業債を発行できる（震災減収対策企業債）。

○ 発行済の震災減収対策企業債の償還利子の１／２の額を一般会計から繰出し。
なお、当該繰出しには特別交付税措置を講じる。

○ 償還期限は１５年以内

（参考資料 ２／２） 
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